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第１章 総則 

第１条（約款の適用） 

株式会社広域高速ネット二九六（以下、「当社」といいます）は、有線テレビジョン放送法（昭和４７年

法律第１１４号）及びその他の法令に従い、有線テレビジョンサービス加入契約約款（料金表を含みます。

以下、「約款」といいます）及び当社が別に定めるところにより、有線テレビジョンサービス（付帯するサ

ービスを含みます）を提供します。 

第２条（約款の変更） 

当社は、民法の定めに従い、本約款を変更することがあります。その場合には、料金その他提供条件等

は、変更後の約款によります。 

２．前項の場合において、変更後の本約款の効力発生日の一ヶ月前までに、本契約を変更する旨及び変更後

の本約款の内容とその効力発生日を当社のホームページ（https://www.catv296.co.jp/）に掲示します。 

  

第３条（用語の定義） 

本約款では、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用語 用語の意味 

１．有線テレビジョンサービス 当社が行う有線テレビジョン放送業務の総称。（以下、「サービス」と

いいます） 

２．有線テレビジョンサービス

契約 

当社のサービスの提供を受けることを目的として締結される加入契

約。（以下、「契約」といいます） 

３．本施設 当社の放送センターからセットトップボックスまでの施設。 

４．当社施設 本施設のうち、放送センターから光回線終端装置または保安器までの

施設。 

５．加入者施設 本施設のうち、光回線終端装置または保安器の出力端子からセットト

ップボックスまでの施設。 

６．タップオフ 本施設の線路に送られた信号を分岐する機器。 

７．ドロップクロージャー 本施設の線路に送られた光信号を分岐する機器。 

８．光回線終端装置 当社が提供するデジタル放送を受信するために必要な、光通信ネット

ワークの終端に設置される受信機器。 

９．セットトップボックス 当社が提供するデジタル放送を受信するために必要なデジタル方式

による受信機器。 

１０．ＩＣカード セットトップボックスに常時装着されることにより、セットトップボ

ックスを制御するためのＩＣを組み込んだカード。 

１１．Ｂ− ＣＡＳカード 地上デジタル、ＢＳデジタル放送用ＩＣカード。 

１２．Ｃ− ＣＡＳカード 専門チャンネル用ＩＣカード。 

１３. ＡＣＡＳチップ ２Ｋデジタル放送・４Ｋデジタル放送・８Ｋデジタル放送を受信する

ための、デジタルホームターミナル（ＳＴＢ）に搭載されるＩＣチッ

プ。 

１４. V-ONU Video Optical Network Unit の略。 

電気通信事業者が住宅内に設置する回線終端装置 

１５.消費税相当額 消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び同法に関する法令の規定

に基づき課税される消費税の額並びに地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）及び同法に関する法令の規定に基づき課税される地方消費税

の額 

 

第２章 契約 

第４条（サービス） 

当社は、業務区域において、加入者に次のサービスを提供します。放送事業者のテレビジョン放送には、

加入者が有料の視聴契約を当該放送事業者と締結することによって受信できるものが含まれます。なお、

当社は都合によりサービス内容を変更することがあります。 

（１） 基本サービス 

ア．デジタル基本サービス 

放送事業者のテレビジョン放送（受信可能なもので、多重放送を含む）、並びに映像・音声・デ

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%94%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%83%8D%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%94%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%BF%E3%83%8D%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF
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ータ等の自主放送番組を有線テレビジョン放送施設によりデジタルで放送するサービス。 

イ．その他の基本サービス 

ラジオ放送及びデータ放送を有線テレビジョン放送施設により放送するサービス。 

（２） 有料サービス 

ア．有料チャンネルサービス 

デジタル基本サービスに加えて、加入者が希望により別途利用料を支払うことで、毎月１日か

ら末日までの１ヶ月を単位として視聴できるサービス。なお、月末までに特に申し出の無い場

合は自動継続されるものとします。 

イ．オプションサービス 

デジタル基本サービスに加えて、加入者が希望により別途利用料を支払うことにより提供され

るサービス。 

（３） 上記事業に付帯するサービス 

第５条（契約の単位） 

加入契約は、加入者引込線１回線ごとに行います。但し、加入者引込線が 1 回線であっても、複数世帯

若しくは複数法人・団体が視聴する場合、または複数建物（「離れ」など従たる建物であっても「複数建物」

とします。）で視聴する場合は、加入契約は各世帯、各法人・団体、または各建物ごとに行うものとします。

（世帯または法人・団体が同一でも、複数建物で視聴する場合には建物ごとの契約になります。）なお、世

帯とは、同一の住所において生計を共にする集まり、または、独立した生計を営む単身者をいいますが、2

つの世帯が同一の住居に居住するために考慮された住宅は１世帯とします。 

２．加入者が居住する集合住宅が一括加入契約をしている場合は、その契約によるものとします。 

第６条（契約の有効期限） 

契約の有効期限は、契約成立の日から１年間とし、契約期間満了の１０日前までに当社及び加入者いず

れからも、当社所定の手続きにて意志表示のない場合、引き続き１年間の期間をもって更新するものとし、

以後も同様とします。但し、加入者が集合住宅に居住している場合は、集合住宅の共同受信契約が失効し

た時は、その理由の如何を問わず当該加入契約は終了するものとします。 

第７条（契約申込みの方法） 

申込者は、本約款を承認の上、当社が別に定める申込書に次の事項を記入のうえ当社に提出するものと

します。 

（１） 申込者の住所、氏名または所在地、商号、代表者 

（２） サービス品目及びオプションサービス種目 

（３） その他必要事項 

２．契約成立後、加入者の住所、氏名、所在地、商号、代表者または連絡先に変更があった場合には速やか

にその旨を当社に届け出なければなりません。 

第８条（契約の成立） 

本サービスの申込みをする者（以下、「申込者」といいます）は、予め本約款を承諾し別に定める当社所

定の申込書に必要事項を記入のうえ申込み通知を行い、当社がこれを承諾したときに当社と申込者との間で

本約款を契約内容とする契約が成立します。当社は契約成立以降、契約内容を記載した書類（契約内容通知

書）を契約者に交付します。 

２．当社は、契約の申込みがあったときは、受け付けた順に従って承諾します。但し、当社は、当社の業務の

遂行上支障があるときは、その順序を変更することがあります。この場合、当社は、申込みを行った者に対

してその理由とともに通知します。加入者本人による申し出が困難な場合には当社が別途定める契約者本人

と一定の密接な関係にある者から、当社にその旨申し出るものとします。  

３．当社は、第１項の規定にかかわらずサービスの取り扱い上余裕のないときは、その承諾を延期することが

あります。 

４．当社は、契約申込みを行なったものに対し、必要に応じて身分証の提示や各種手続きの変更を求める場合

があります。この場合、契約申込みをした者は当社からの求めに応じるものとします。  

５．当社は、第１項の規定にかかわらず、次の場合には申込みを承諾しない事があります。  

（１） 申込者が本約款に違反する恐れがある場合。 
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（２） 契約の申込みをした者が本約款上要請される諸料金その他の債務（この約款に規定する料金及び料

金以外の債務をいいます。以下、同じとします）の支払を現に怠り、または怠るおそれがあると認

められる相当の理由があるとき。 

（３） サービスの提供に必要な設備の設置・保守等の技術的な理由、または経営的な理由等により困難な

とき。 

（４） 加入申込者が未成年であり、法定代理人の同意を得ていないとき。  

（５） 申込み内容に虚偽の事実の記載があったとき。  

（６） 申込者が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、

特殊知能暴力集団等の反社会的勢力（以下、「反社会的勢力」といいます）と判断されるとき。  

（７） 当社の業務の遂行上支障がある場合。 

（８） その他、申込みの承諾が不適当であると当社が判断した場合。  

６．第５項の規定により、当社が本サービスの申込を承諾しなかった場合、当社は申込者に対し当社の定める

方法によりその旨を通知します。 

７．加入者が集合住宅に居住している場合は、当社と集合住宅のオーナーまたは管理組合との間で取り交わす

共同受信契約（協定書または覚書等による）が優先するものとします。  

８．本契約において別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

第９条（初期契約解除） 

申込者は、契約書面を受領した日から 8 日を経過する日までの間、書面で契約の解除を申し出すれば 

本サービスの契約の解除を行うことができます。 

２.  第１項の規定による申込みの撤回等は、当社がその文書を受領したときにその効力を生じます。 

３．初期契約解除において申込者に対し損害賠償もしくは違約金等を請求することはありません。ただし本

契約の解除までの期間において提供を受けた有料放送役務の料金、事務手数料および既に工事が実施さ

れた場合の工事費は請求いたします。 

 

 

第１０条（最低利用期間） 

本契約には、当社が別に定める最低利用期間があります。 

２．契約者は、前項の最低利用期間内に契約の解除があった場合は当社が定める期日までに、料金表の定め

により違約金を支払っていただきます。 

第１１条（加入申込内容の変更） 

加入者は、加入契約書記載事項の変更を希望する場合は、別途当社が定める方法により申し出るものと

し、当社はその申し出を承諾のうえ、引落口座、契約者名称、住所、サービス内容等を変更するものとし

ます。なお、契約者の支払遅延等契約者に事情がある場合には、変更を承諾しない場合があります。電話

による申し出の際は、変更に関する事前説明について電話口にて行うものとします。 

第１２条（設置場所の変更等） 

加入者は、次の場合に限り当社の事前同意を得て、加入者の施設の設置場所を変更できるものとします。

但し、集合住宅で建物に加入権利が帰属している場合（全戸加入条件付の場合）は変更できないものとし

ます。 

（１） 変更先が同一敷地内あるいは同一建物内であるとき。 

（２） 変更先が当社の業務区域内であり、かつ最寄りのタップオフまたはドロップクロージャーに余裕

があり、引込工事が可能なとき。 

２．前項の変更工事は、当社または当社の指定する業者が加入者の費用負担により行うものとします。 

第１３条（名義変更） 

次の場合には、加入者の名義変更を認めるものとします。 

（１） 相続するとき。 

（２） 新加入者が、加入契約に定める旧加入者の施設の設置場所において当社のサービスの提供を受け

ることについて、旧加入者の権利義務を継承するとき。 

（３） その他、当社が特に認めるとき。 

２．前項の名義変更を行う場合、新旧両加入者は当社が別に定める書類に記入捺印のうえ当社に提出するも



広域高速ネット二九六有線テレビジョンサービス加入契約約款 

7 

 

のとします。 

第１４条（加入者が行う契約の解除） 

加入者は、第６条（契約の有効期限）の規定にかかわらず、契約を解除しようとする場合は、当社所定

の方法により申し出るものとします。加入者本人による申し出が困難な場合には当社が別途定める契約者

本人と一定の密接な関係にある者から、当社に申し出るものとします。料金は契約の解除を希望する日の

属する月分まで支払うものとします。料金の日割り計算はいたしません。 

２．第１項による契約の解除の場合、当社は当社施設及び当社所有の機器等を撤去します。なお、撤去に伴

い加入者が所有、占有する敷地、家屋、構築物等の復旧を要する場合、加入者はその復旧費用を負担する

ものとします。 

３．前項の引込線を撤去する場合、加入者が所有若しくは占有する敷地、家屋、構築物等に立ち入る必要が

あり、その場合には事前に加入者に連絡をして、その同意を得ることとしますが、加入者と連絡が取れな

い、あるいは、加入者が同意しないなどの理由により立ち入ることができない場合は、引込線を加入者が

所有若しくは占有する敷地、家屋、構築物等に残置することができるものとします。なお、それによる損

傷、または損害を与えた場合には、その修復に要する費用の負担及び損害賠償の責任を当社は一切負わな

いものとします。 

第１５条（当社が行う契約の解除） 

当社は、次のいずれかに該当する場合には、第６条（契約の有効期限）の規定にかかわらず、その契約

を解除することがあります。なお、契約者は契約の解除にともない債務の履行を免除されるものではあり

ません。 

（１） 第１７条（当社が行うサービスの停止）の規定によりサービスの利用を停止された加入者が、そ

の事実を解消しないとき。なお、この場合、当社は原則として再開を認めません。 

（２） 第１７条（当社が行うサービスの停止）第１項第１号の規定によりサービスの利用を停止された

加入者にあっては、その事実が２ヶ月を経過したとき。 

（３） 第１７条（当社が行うサービスの停止）の規定のいずれかに該当する場合に、その事実が当社の

業務の遂行に著しい支障を及ぼすと認められる相当の理由があるときは､前号の規定にかかわら

ず、サービスの停止をしないでその契約を解除することがあります。 

（４） 電力・電話の地中化等、当社または加入者の責に帰すべからざる事由により当社施設の変更を余

儀なくされ、かつ、代替構築が困難でサービスの継続ができないとき。 

（５） 当社は、サービス提供にかかる設備等の更新のために、加入者が所有若しくは占有する敷地、家

屋、構築物等に立ち入る必要が生じる場合があり、その場合には事前に加入者に連絡をして、そ

の同意を得ることとしますが、加入者と連絡が取れない、あるいは、加入者が更新工事に同意し

ないなどの理由により更新工事ができず、かつ、更新工事ができないことによって当社のサービ

ス提供に過大な費用負担が生じる場合には、契約を解除できるものとします。 

（６） 当社が契約を解除する場合、または、２項の規定に基づき予め通知する場合、それらの通知は、

加入者が当社に届け出た住所に宛てて発することとし、それが通常到達すべきであったときに到

達したものとみなします。 

（７） 加入者がサービスを利用している集合住宅において、共同受信契約が失効した場合。 

（８） 第４号及び第５号及び第７号により契約の解除がなされた場合、当社は契約者に何らの責任をも

負担しないものとします。 

（９） その他、当社がサービスの提供を不適当と判断した場合。 

２．当社は、前項の規定により、その契約を解除しようとするときは、あらかじめ契約者にその旨を通知し

ます。但し、緊急やむを得ない場合はこの限りではありません。 

３．当社は､第１項の規定によりその契約を解除した場合には、第１４条（加入者が行なう契約の解除）第２

項、第 3 項及び第 4 項の規定を適用するものとします。 

４．当社は前項により債務をもつ加入者につき、料金等の回収を別に定める債権回収会社に委託できるもの

とします。この場合、加入者の加入情報、料金等は債権回収会社に提供されます。 

５．当社は、第１項によりサービスの提供を停止するか、あるいは加入契約を解除する事由が消滅し、かつ

加入者が再開を希望した場合において当社が認めた場合に限り、別に定める費用を支払う事により再開す

る事とします。 

６．当社は、契約者が反社会的勢力に属すると判断した場合、催告することなく、直ちに本契約を解除する
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ことができるものとします。 

第３章 一時停止及び休止 

第１６条（加入者が行うサービスの一時停止） 

加入者は、当社の提供するサービスを停止（継続して１ヶ月以上）しようとするとき、または停止後再

開を希望するときは、直ちに当社にその旨を当社所定の書類により申し出るものとします。この場合、停

止期間中（停止した日の属する月の翌月から再開した日の属する月の前月までの期間）の利用料は無料と

し当社が別に定める費用を支払う事によりサービスを再開するものとします。なお、当社が特に認める場

合を除き、本サービスの提供が再開されたのち１年以内に再度一時停止を申し出ることはできないものと

します。 

２．前項の一時停止期間は、１年間に１回までとし、最長６ヶ月とします。但し、当社が承諾した場合は一

時停止期間を延長することがあります。 

第１７条（当社が行うサービスの停止） 

当社は、加入者が次のいずれかに該当するときは、当社が定める期間（サービスの料金等その他の債務

（本約款により支払いを要することとなったものに限ります。以下、この条において同じとします）を支

払わないときは、その料金その他の債務が支払われるまでの間）、サービスの全部または一部の利用を停止

することがあります。 

（１） 料金その他の債務について､支払期日を経過してもなお支払わないとき（支払期日を経過した後、

当社が指定する料金収納事務を行う事業所以外において支払われた場合であって、当社がその支

払の事実を確認できないときを含みます）。 

（２） 契約の申込みに当たって、当社所定の書面に事実に反する記載を行ったこと等が判明したとき。 

（３） 本サービスの利用料金の決済に用いる加入者が指定する預金口座が、解約その他の理由により利

用できなくなった場合。 

（４） 本サービスの利用が第３５条（加入者の禁止事項等）の各項のいずれかに該当し、当社の指定す

る期間内に当社からの当該要求に応じない場合。  

（５） 前各号のほか、本約款に違反する行為、本サービスに関する当社の業務の遂行若しくは当社設備

のいずれかに著しい支障を与えまたは与えるおそれのある行為を行ったとき。 

（６） その他、当社がサービスの提供を不適当と判断した場合。 

２．当社は、前項の規定により、サービスの利用停止をするときは、当該加入者に対しその理由、利用停止

をする日及び期間を当社の定める方法により通知します。但し緊急やむを得ない場合は、この限りではあ

りません。 

第１８条（当社が行うサービスの休止） 

当社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、サービスの提供を休止することがあります。 

（１） 本施設の保守・点検作業を行う場合。 

（２） 本施設に障害が生じた場合。 

（３） 天災地変が生じた場合。 

（４） 放送衛星、通信衛星の機能停止。 

（５） その他の事由により、サービスの提供が困難であると当社が判断した場合。 

２．当社は、前項の規定によりサービスの提供を休止するときは、可能な限り事前に加入者に対し、その理

由、実施期日及び実施期間を当社の定める方法により通知します。但し、緊急やむを得ない場合はこの限

りではありません。 

第４章 料金等 

第１９条（工事費及び利用料） 

加入者は、別に定める料金表に従い、工事費及び利用料等を当社に支払うものとします。 

２．当社が当社以外の共聴施設等を利用し、サービスを提供している場合は、共聴施設等により基本利用料

が異なることがあります。 

３．経済環境の変化、設備の更新、番組内容の変更その他の理由により当社は諸料金を改定する場合があり

ます。 

４．日本放送協会（ＮＨＫ）の受信料（衛星放送受信料を含む）及び株式会社ＷＯＷＯＷの有料放送サービ
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スの契約料及び視聴料は当社が設定した利用料には含まれておらず、これらのテレビ放送の受信を希望す

る加入者の各受信契約に関して発生する問題については、当社は、理由の如何を問わず一切の責任を負わ

ないものとします。 

５．契約解除後の再加入契約の場合でも、第１項の規定に準じて取り扱います。 

第２０条（料金の支払方法） 

加入者が当社へ支払う各種料金の支払いは、当社の指定する方法により、定められた期日までに支払う

ものとします。 

（１） 加入者は、当社が工事費並びに利用料金等の収納業務を収納代行会社、または債権回収会社に委

託することがあることを承諾していただきます。 

２．サービス開始月は光回線終端装置またはセットトップボックスの取り付け完了日の属する月の翌月とし、

加入者はサービス開始月から毎月利用料を支払うものとします。但し、当社が年払い、半年払いを認めた

場合にはそれによりますが、その場合であっても当社が該当する加入者へ事前に年払い、半年払いの取り

扱いを終了する旨の通知をした場合には、それ以降月払いで利用料を支払うものとします。  

３．加入者は、サービス開始月分から、サービスが停止される日の属する月まで、利用料を支払うものとし

ます。工事費の支払いは、原則として第 1 回目の利用料の支払いと同時に支払うものとします。 

４．利用料は毎月 1 日から月末までを 1 ヶ月として計算し、日割り計算はしないものとします。 

５．契約コースの変更をした場合は、変更を完了した月までは変更前のコース利用料を、翌月より変更後の

コース利用料をお支払いいただきます。 

６．加入者は、本条に定める料金について、当社の承諾を得た上で、第三者に支払わせることができるもの

とします。 

７．当社は、加入者に対して原則請求書及び領収書の発行は行わないものとします。 

第２１条（利用料等の支払義務） 

加入者は、その契約内容に応じ、第１９条（工事費及び利用料）で規定する料金等を当社に支払う義務

を負うものとします。なお、第１１条（加入申込内容の変更）の規定により加入者の契約内容が変更され

た時は、加入者は変更後の契約内容に応じ、第１９条（工事費及び利用料）で規定する料金等を当社に支

払う義務を負うものとします。 

２．第１８条（当社が行うサービスの休止）の規定により、本サービスの提供が休止された場合における当

該休止期間の利用料金は、当該サービスが利用されていたものとします。但し、当社の責に帰すべき事由

により、チャンネルの全てが停止することにより本サービスを全く利用出来ない状態が生じ、かつ、当社

がこのことを知ったときから起算して月のうち連続１０日以上この状態が継続したときは、対象となる加

入者に対し当該月の料金等の支払い義務を免ずるものとします。なお、当社はサービス停止に関する当該

月分の利用料以外の損害賠償の責任は負わないものとします。 

３．当社は、支払を要しないこととされた利用料等が既に支払われているときは、その料金を返還します。 

第２２条（手続きに関する料金等の支払義務） 

加入者は、本約款に規定する手続きの請求を行い当社がこれを承諾したときは、手続きに関する料金の

支払を要します。但し、この手続きの着手前にその契約の解除または請求の取り消しがあったときは、こ

の限りではありません。この場合、既にその料金が支払われているときは、当社は、その料金を返還しま

す。 

第２３条（工事に関する費用の支払義務） 

加入者は、本約款に規定する契約の申込み等を行い当社がこれを承諾したときは、工事に関する費用の

支払を要します。但し、工事の着工前にその契約の解除または請求の取消し（以下、この条において「解

除等」といいます）があったときは、この限りでありません。この場合、既にその料金が支払われている

ときは、当社は、その料金を返還します。 

２．工事の着手後完了前に解除等があった場合は、前項の規定にかかわらず、加入者はその工事に関して解

除等があったときまでに着手した工事の部分について、当社が別に算定した額を負担していただきます。

この場合において、負担を要する費用の額は、別に算定した額に消費税相当額を加算した額とします。 

第２４条（利用料等の計算方法） 

当社は、料金その他の支払いについて、暦月に従って発生した料金額等に、消費税相当額を加算して計
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算します。但し、機器違約金に相当するものは、消費税相当額を加算しません。 

２．料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合、その端数を切り捨てます。 

３．実際のご請求金額と料金表に規定する税込料金額の合計額が異なる場合があります。 

第２５条（割増金） 

加入者が、本利用料金の支払いを不法に免れた場合は、その免れた額のほか、その免れた額（消費税相

当額を加算しない額とします）の２倍に相当する額に消費税相当額を加算した額を割増金として、当社が

別に定める方法によりお支払いいただきます。 

第２６条（延滞利息） 

加入者が、料金その他の債務（延滞利息を除きます）について支払期日を経過してもなお支払わない場

合には、支払期日の翌日から支払の日までの日数について、年１４．５%（年当たりの割合は、閏年の日を

含む期間についても、３６５日の割合とします）の割合で計算して得た額を延滞利息として、当社が別に

定める方法によりお支払いいただきます。但し、支払期日の翌日から起算して１０日以内に支払いがあっ

た場合は、この限りではありません。 

第５章 施設等 

第２７条（光回線終端装置） 

加入者は、光回線終端装置（電源分離方式の場合は電源装置も含む。以下、「Ｖ-ＯＮＵ」という）を当

社の定める使用料を支払うことで貸与を受けることができます。但し、契約終了時には加入者は直ちに当

社にＶ-ＯＮＵを返還するものとします。 

２．第１項の規定に基づき、加入者が当社より貸与を受けるＶ-ＯＮＵについては、故障が生じた場合、当社

は無償にてその修理、交換、その他必要な措置を講ずるものとします。但し、加入者が故意または過失に

よりＶ-ＯＮＵを破損または紛失した場合には、これによる損害を当社に賠償するものとします。 

３．加入者は、当社が必要に応じて行うＶ-ＯＮＵのバージョンアップ作業の実施に同意するものとします。 

第２８条（セットトップボックス） 

加入者は、セットトップボックス及びリモートコントローラ等の付属品（以下、「ＳＴＢ」という）を当

社の定める使用料を支払うことで貸与を受けることができます。但し、契約終了時には加入者は直ちに当

社にＳＴＢを返還するものとします。なお、付属のＢＳデジタル用ＩＣカード（以下、「Ｂ－ＣＡＳカード」

という）及びデジタルケーブルテレビ限定受信用ＩＣカード（以下、「Ｃ－ＣＡＳカード」という）の取扱

いについては、第３４条（Ｂ－ＣＡＳカード及びＣ－ＣＡＳカードの取扱について）の規定によるものと

します。 

２．加入者は、当社が別途定める料金を支払うことでＳＴＢの追加貸与を受けることができます。 

３．第１項及び第２項の規定に基づき、加入者が当社より貸与を受けるＳＴＢについては、故障が生じた場

合、当社は無償にてその修理、交換、その他必要な措置を講ずるものとします。但し、加入者が故意また

は過失によりＳＴＢを破損または紛失した場合には、これによる損害を違約金として当社の定める金額を

賠償するものとします。（明細は違約金表に記載） 

４．加入者は、当社が必要に応じて行うＳＴＢのバージョンアップ作業の実施に同意するものとします。 

５．デジタル放送は、当社の指定するＳＴＢが設置された場合のみご利用いただけます。 

第２９条（施設の設置及び費用負担） 

本施設のうち、放送センターからタップオフまたはドロップクロージャーまでの施設の設置に要する費

用は当社が負担し、タップオフまたはドロップクロージャーの出力端子以降の施設の設置に要す費用は加

入者が負担するものとします。 

２．当社施設及びＶ-ＯＮＵ並びにＳＴＢは当社が所有し、加入者施設は加入者が所有するものとします。 

３． 当社のサービスを提供するために必要とする施設の設置工事は、当社または当社の指定する業者が行い、

その機器及び工法については当社が定めるものとします。当該工事の保証期間は工事完了日より１年間と

します。 

４．当社は、システムの切り替えによる設備更新及び故障等の事由により、本施設を光回線へ更新すること

があります。 

５．当社が前項の更新工事を行う場合は加入者に同意を得たうえでＶ-ＯＮＵ等の交換・設置を行います。加

入者はＶ-ＯＮＵ等の交換・設置後におけるサービス内容及び利用料その他利用契約内容が変更となること
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を予め承諾していただきます。 

 但し、同意が得られない場合は、事前に通知したうえでタップオフまたは保安器の出力端子までの当社施

設を変更することができるものとし、これによるサービス内容及び利用料その他利用契約内容を変更する

ことはありません。 

６．第４項の工事中は、サービスを休止することがございます。この場合は、保守上または工事上やむを得

ないものとして、当社は損害賠償の責任は負わないものとします。 

７．加入者は、加入者の各種変更の希望により当社施設及び加入者施設に工事が生じる場合には、その費用

を負担するものとします。 

８. 当社のサービスを受ける為に必要なＶ-ＯＮＵやＳＴＢ動作に要する電気料金等の費用は、加入者の負担

とします。 

９．集合住宅等の共聴施設によりサービスの提供を受ける加入者については別途協議するものとします。  

 

第３０条（設置場所の無償使用） 

当社は、本施設を設置するために必要最小限において、加入者が所有若しくは占有する敷地、家屋、構

築物等を無償で使用できるものとします。 

２．加入者は、加入契約の締結について、地主、家主、その他の利害関係人があるときには、あらかじめ必

要な承諾を得ておくものとし、このことに関して責任を負うものとします。また、当社が必要と判断した

時には、利害関係者の承諾が確認できる書面を提出していただきます。 

第３１条（便宜の供与） 

加入者は、当社または当社の指定する業者が本施設の調査、点検、修復、維持管理、撤去などを行う場

合、加入者の敷地、家屋、構築物等の出入りについて便宜を供与するものとします。 

第６章 損害賠償 

第３２条（保守責任及び免責事項） 

当社は、当社施設の維持管理に責任を負うものとします。但し、加入者は維持管理の必要上、サービス

が一時的に停止することがあることを承認するものとします。当社は天災地変その他当社の責に帰さない

事由等によりサービスの提供の中止を余儀なくされた場合は損害の賠償には応じません。 

２．当社または当社の指定する業者は、加入者から本施設に異常がある旨申し出があった場合は、これを調

査し必要な措置を講ずるものとします。但し、第２９条（施設の設置及び費用負担）第３項の期間を超え、

保安器の出力端子以降の施設及び受信機等（当社から貸与されているＶ-ＯＮＵ及びＳＴＢを除く）に起因

する事項の場合は加入者の責任とし修復に要する費用は加入者負担とします。 

３．当社の保安責任範囲は、施設の性格上、放送センターから保安器の出力端子までとし、その施設に故障、

事故等が生じた場合の修復に要する費用は当社の負担とします。但し、当社が当社以外の共聴施設等を利

用し、サービスを提供している場合は保安責任範囲等を別途定めるものとします。 

４．加入者は、加入後の故意または過失により、当社施設及びサービスに損傷、または損害を与えた場合に

は、その修復に要する費用の負担及び損害賠償の責任を負うものとします。 

５．当社は、第１８条（当社が行なうサービスの休止）に定めるサービス停止においては、損害賠償の責任

は負わないものとします。 

第３３条（放送内容の変更） 

当社は、やむを得ない事情により予告なく放送番組及び放送内容を変更することがあります。なお、変

更によって起こる損害の賠償には応じないものとします。 

第７章 ＩＣカード 

第３４条（Ｂ－ＣＡＳカード・Ｃ－ＣＡＳカード及びＡＣＡＳチップの取扱いについて） 

当社はデジタルサービスの加入者に対しＢ－ＣＡＳカードを貸与します。Ｂ－ＣＡＳカードは当社の所

有とし、契約解除後は速やかにＢ－ＣＡＳカードを当社に返却するものとします。 

２．Ｂ－ＣＡＳカードに関する取扱いについては、株式会社ビーエス・コンディショナルアクセスシステム

ズの「Ｂ－ＣＡＳカード使用許諾契約約款」に定めるところによるものとします。 

３．Ｃ－ＣＡＳカードを必要とするＳＴＢを利用する加入者は、ＳＴＢ１台につき１枚のＣ－ＣＡＳカード

を当社から貸与します。Ｃ－ＣＡＳカードは当社の所有とし、ＳＴＢの契約の解除後は、速やかにＣ－Ｃ
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ＡＳカードを当社に返却するものとします。 

４．加入者は、４Ｋ放送対応ＳＴＢサービスの提供を受ける場合、ＳＴＢ1 台につきチューナー内蔵型ＡＣ

ＡＳチップを使用するものとします。 

５．当社は、必要に応じて、加入者にＣ－ＣＡＳカードの交換及び返却を請求することができるものとしま

す。 

６．Ｃ－ＣＡＳカードは当社に帰属し、当社は加入者が当社の手配による以外のデータ追加及び変更並びに

改竄することを禁止し、それらが行われたことによる当社及び第三者に及ぼされた損害・利益損失は、加

入者が賠償するものとします。 

７．加入者が故意または過失によりＢ－ＣＡＳカード及びＣ－ＣＡＳカードのいずれかまたは両方を破損あ

るいは紛失した場合には、加入者はその損害分を当社に支払うものとします。 

第８章 雑則 

第３５条（加入者の禁止事項等） 

加入者は、契約した受信機以外の施設機器を無断で改変または増設工事等することはできません。 

２．加入者が当社から貸与されたＶ-ＯＮＵ、ＳＴＢ、Ｂ－ＣＡＳカード並びにＣ－ＣＡＳカードを他人に貸

与、質入れ、譲渡等することを禁止します。 

３．加入者は、第１項及び第２項に違反した場合は、その行為により当社が受けた損害及び機器、カード等

の代金相当額を弁償するものとします。 

４．加入者がテープ、配線等により当社のサービスを第三者に提供することは有償、無償にかかわらず禁止

します。 

第３６条（最低視聴年齢制限） 

加入者は、最低視聴年齢を定めて放送されるサービスを視聴する場合、加入者の同一世帯内における最

低年齢及び暗証番号を登録し、視聴ごとに登録した暗証番号を入力するものとします。 

２．加入者は暗証番号を最低視聴年齢に満たない者に知られないよう、管理するものとします。なお、最低

視聴年齢に満たない者が前項に規定するサービスを視聴したことによる加入者の不利益については、当社

は一切責任を負わないものとします。 

第３７条（個人情報） 

当社は、加入者の個人情報を個人情報の保護に関する法律及び当社の「個人情報保護方針」、「個人情報

の取扱いについて」に基づき、適切に取り扱うものとします。 

第３８条（業務区域） 

当社は、総務大臣に申請した区域において本サービスを提供します。 

第３９条（閲覧） 

本約款において、当社が別に定めることとしている事項については、当社は閲覧に供します。 

第４０条（関連法令の遵守） 

当社は、本約款に定める措置を講ずるに際しては、関連法令の定める範囲内で、適切な措置を講ずるも

のとします。 

第４１条（合意管轄） 

本約款は日本国国内法に準拠するものとし、本約款により生じる一切の紛争等については当社の本店所

在地を管轄する簡易裁判所または地方裁判所を第１審の専属的合意管轄裁判所とします。 

第４２条（統計情報の取扱い） 

  当社は、加入者が放送サービスおよび附帯サービスを利用することによって得られる全ての情報を管理 

  します。 

 ２．前項に定める情報（個人を特定できる情報は含みません）は、当社が統計・集計等を行い、当社の営業・

プロモーション活動に活用することがあります。                                       

 ３．当社は、加入者の本サービス利用に関する視聴率等の統計情報（個人を特定できる情報は含みません）

を作成することができます。なお、当該統計情報およびこれらに基づく情報は当社に帰属し、加入者は如
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何なる権利も持たないものとします。  

第４３条（定めなき事項） 

本約款に定めていない事項、あるいは疑義が生じた場合は、当社と加入者は契約締結の趣旨に従い、誠

意をもって協議の上、解決に当たるものとします。 

附則 

１．当社は特に必要があるときには、本約款に特約を付すことができるものとします。 

２．一括加入、業務用等については別に定めます。 

３．本約款は令和６年７月１日より施行します。 
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料金表等                                  

１．通則 

（１）実際の契約者への料金適用は下記表に定めた各金額を上限とします。 

（２）基本サービスを２台以上利用する場合、利用料の最も高いサービスを１台目とし、２台目以降の料 

金は、２台目以降の料金を適用します。 

  （３）当社は有線テレビジョンサービスに関する料金及び工事に関する費用を変更することがあります。

この場合、変更後の料金及び工事に関する費用によります。 

（４）有料放送サービスは、基本サービスご利用の方のみに提供するサービスです。また、有料放送サー 

ビスの契約は月単位（１日から末日）の契約となります。(月単位以外の契約はこの限りではありま 

せん) 

（５）有料放送サービスの利用料は各チャンネルの番組供給会社または当社が定める利用料によります。 

ＳＴＢ1 台ごとに利用料が必要です。 

（６）利用料には、ＮＨＫのテレビ受信料（衛星放送受信料含む）は含まれておりません。 

（７）料金表は消費税込みの表記になります。 

２．料金表（税込み） 

区分 項目（形態） 

金              額 

（FTTH） （HFC） 

月額基本 

利用料 

サービスの種類 ひかりサービス デジタルサービス 

コースの種類 

BS 放送 同一周波数 
デラックス 

スタンダード 

※（１） 

エコノミーSTB

有/STB 無 ※

（２） 

 （１台目） 5,335 円 4,840 円 1,760 円 

（２台目以降） 2,970 円 2,530 円  

コースの種類 プレミアム 
ベーシック 

※（１） 

ミ ニ 

※（２） 
プレミアム 

ベーシック 

※（１） 

ミ ニ （STB

有/STB 無） 

※（２） 

（１台目） 5,170 円 4,730 円 1,650 円 5,170 円 4,730 円 1,650 円 

（２台目以降） 2,970 円 2,530 円 1,100 円 2,970 円 2,530 円 1,100 円 

再放送 990 円 ※（３） 990 円 ※（３） 

電障対策 受信者 
（戸建住宅） 

495 円 ※（４）  

電障対策 受信者 
（集合住宅） 

110 円 ※（４） 110 円 ※（４） 

有料放送 
サービス    

利用料 

有
料
チ
ャ
ン
ネ
ル 

WOWOW ﾌﾟﾗｲﾑ 

WOWOW ﾗｲﾌﾞ 

WOWOW ｼﾈﾏ 
2,530 円 2,530 円 

 

BS10 プレミアム 

 
1,980 円 1,980 円 

衛星劇場 HD 2,200 円 2,200 円 

ｸﾞﾘｰﾝﾁｬﾝﾈﾙ HD 

ﾌﾞﾘｰﾝﾁｬﾝﾈﾙ 2HD 
1,100 円 1,100 円 

ﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞ NEXT 

ﾗｲﾌﾞ･ﾌﾟﾚﾐｱﾑ 
2,360 円 2,580 円 2,360 円 2,580 円 

ﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞ ONE 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾊﾞﾗｴﾃｨ 

ﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞ TWO 

ﾄﾞﾗﾏ・ｱﾆﾒ 

ﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞ NEXT 

ﾗｲﾌﾞ・ﾌﾟﾚﾐｱﾑ 

 2,910 円  2,910 円 
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東映ﾁｬﾝﾈﾙ HD 1,650 円 1,650 円 

J SPORTS ４ 1,430 円 1,430 円 

ﾀｶﾗﾂﾞｶ･ｽｶｲ･ｽﾃｰ

ｼﾞ HD 
2,970 円 2,970 円 

 

KBS World HD  770 円  770 円 

ﾚｲﾝﾎﾞｰﾁｬﾝﾈﾙ HD 2,530 円 2,530 円 

ﾌﾟﾚｲﾎﾞｰｲﾁｬﾝﾈﾙ HD 2,750 円 2,750 円 

ﾚｲﾝﾎﾞｰﾁｬﾝﾈﾙ HD
ﾌﾟﾚｲﾎﾞｰｲﾁｬﾝﾈﾙ HD 

2 ﾁｬﾝﾈﾙｾｯﾄ 
3,300 円 3,300 円 

高性能 

ＳＴＢ 

利用料 

録
画

機
能

付
S
T
B
 

 

BD ﾚｺｰﾀﾞｰ STB 

 
2,420 円 2,420 円 

 

HDD 内蔵 STB 

 
770 円  770 円 

高
機

能
型

S
T
B
 

 

4K STB 

 
550 円  

 

ｹｰﾌﾞﾙﾌﾟﾗｽ STB 

 
495 円 

 
 

ｹｰﾌﾞﾙﾌﾟﾗｽ STB-2 

 
660 円 

違約金 

１台目 
(最低利用期間 ６ヶ月) 最低利用期間の残余の期間に対する基本利

用料に相当する額とします。 

最低利用期間の残余の期間に対する基本利

用料に相当する額とします。 ２台目以降 
(最低利用期間 ３ヶ月) 

その他 

料金 

再開手数料 
（事務手数料）※（5） 

5,500 円 5,500 円 

上記以外の再開手数料 

（事務手数料） 無      料 無      料 

設置場所変更手数料

（事務手数料） 
無      料 無      料 

名義変更手数料 

（事務手数料） 
無      料 無      料 

サービス申込・追加

変更事務手数料 

（1 サービスにつき） 
1,650 円 1,650 円 

C− CAS カード 

登録料（1 枚につき） 
 2,200 円 

※（6） 
 2,200 円 

※（6） 
B− CAS カード 

再発行（1 枚につき） 
2,160 円 （税込）※（7） 2,160 円 （税込）※（7） 

C− CAS カード 

再発行（1 枚につき） 
2,200 円 2,200 円 

 

※（１）ひかりサービスのスタンダード及びデジタルサービスのベーシックコースの申込受付は終了しております。 

※（２）ひかりサービスのエコノミーとデジタルサービスのミニコースは、インターネット接続サービスとの

セットおよび固定電話サービスとのセット、296 モバイルサービス、でんき・ガスサービスとのセッ

トで利用する場合または以下に記載の条件を満たしたものの中で、当社が特別に認めた先に限定する

ものとします。 

・自治会、テレビ共聴施設組合及び分譲事業者と当社との間において、特定地域内の集合住宅または、

戸建住宅の一括加入の契約がなされ、かつ、その適用範囲（戸建住宅の場合は適用する住所、集合住

宅の場合は物件名称）が明確に当該契約書に明記されている先。 
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・当社が、原因者から依頼を受けて対策を実施したテレビ受信障害対策エリア内の戸建住宅及び集合

住宅。 

   ・戸建住宅、集合住宅で BS パススルー方式に対応している物件であれば STB を設置しないプランを 

選択可能です。STB を設置しない場合は一部視聴出来ない CS 放送があります。 

 

※（３）再放送サービス（戸建住宅・集合住宅）は、原則として一括加入を条件とした集合住宅、  

  ケーブルテレビサービス加入条件付分譲戸建住宅、共聴施設からの切替エリア内の 

戸建住宅・集合住宅先に限定するものとします。また、インターネット接続サービス、 

固定電話サービス、296 モバイルサービス、でんき・ガスサービスとのセットで利用する場合を 

対象といたします。 

        

※（４）地上アナログ放送の電波障害エリア内の戸建住宅・集合住宅であって地上デジタル放送においても電

波障害が解消しない先を対象とします。 

 

※（５）広域高速ネット二九六 有線テレビジョンサービス加入契約約款 第 15 条 5 項を適用する場合に 

    限ります。 

 

※（６）デジタルサービスのミニ、ひかりサービスのミニとエコノミーコースの加入者が有料チャンネルを 

申込む場合、Ｃ− ＣＡＳカード登録料がかかります。（WOWOW ﾌﾟﾗｲﾑ・WOWOW ﾗｲﾌﾞ・WOWOW ｼﾈﾏ、BS10

プレミアムを除く）また、新規加入時に有料チャンネルを申込む場合は、登録料がかかりません。 

 

※（７）Ｂ－ＣＡＳカード再発行料金については、株式会社ビーエス・コンディショナルアクセスシステムズ     

    の定めにより、消費税においては１０円未満を切り捨となります。 

 

３.違約金表（不課税） 

区分 項目（形態） 

金              額 

        （FTTH） （HFC） 
 

その他料

金 

V-ONU

、STB、

の 

紛失 

STB 

TZ-DCH500 2,000 円 TZ-DCH500 2,000 円 

TZ-DCH505 2,000 円 TZ-DCH505 2,000 円 

TZ-DCH820 2,000 円 TZ-DCH820 2,000 円 

TZ-DCH821 2,000 円 TZ-DCH821 2,000 円 

TZ-DCH1820 2,000 円 TZ-DCH1820 2,000 円 

TZ-LS300F 2,000 円 TZ-LS300F 2,000 円 

TZ-LS300FA 2,000 円 TZ-LS300FA 2,000 円 

TZ-LS300PW 2,000 円 TZ-LS300PW 2,000 円 

TZ-LS300PB 2,000 円 TZ-LS300PB 2,000 円 

BD-V371 2,000 円 BD-V371 2,000 円 

BD-V371L 2,000 円 BD-V371L 2,000 円 

DST62 2,000 円 DST62 2,000 円 

FMT-3510 2,000 円 FMT-3510 2,000 円 

録画機能付

き STB 

TZ-HDW610P 2,000 円 TZ-HDW610P 2,000 円 

TZ-HDW610PW 2,000 円 TZ-HDW610PW 2,000 円 

TZ-HDW620PW 2,300 円 TZ-HDW620PW 2,300 円 

TZ-HXT700PW 2,000 円 TZ-HXT700PW 2,000 円 

TZ-DCH2810 2,000 円 TZ-DCH2810 2,000 円 

TZ-BDW900P 2,000 円 TZ-BDW900P 2,000 円 

TZ-BDT910P 2,000 円 TZ-BDT910P 2,000 円 

TZ-BDT910F 2,000 円 TZ-BDT910F 2,000 円 

TZ-BDT920F 2,000 円 TZ-BDT920F 2,000 円 

TZ-BDT920PW 2,700 円 TZ-BDT920PW 2,700 円 
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TZ-BT9000BW 50,500 円 TZ-BT9000BW 50,500 円 

 TZ-HT3500BW 40,400 円 TZ-HT3500BW 40,400 円 

4K 対応 STB 
TZ-LT1000BW 12,800 円   

TZ-LS500B 14,500 円   

ケ ー ブ ル プ

ス STB/STB2 

C02AS4 2,000 円   

C02AS5 6,400 円   

CO2ES1 15,000 円   

V-ONU 

SOR-803R 2,000 円   

SOR-805R 2,000 円   

SOR-807R 2,000 円   

SORC-100R 3,500 円   

BNX1035SN 2,000 円   

BNX1036SN 2,000 円   

TOR-7726 2,000 円   

SRT27CW 2,000 円   

R-ONU 
SOTR-301R/棟内 12,300 円   

SOTR-301R/RFoG 2,000 円   

PS電源供給

機 

日本アンテナ V-ONU 2,000 円   

住友電工 V-ONU 2,500 円   

シンクレイヤ V-ONU 2,800 円   

電源アダプ

ター 

KDDI（C+STB2） 3,850 円   

KDDI（C+STB2mini） 1,900 円   

パ ナ ソ ニ ッ ク

（500B、3500 用） 
2,520 円   

その他 300 円   

リモコン 

STBLS500B 1,500 円   

TZ-BT9000BW 1,700 円   

STB 上記以外 1,000 円   
STB（C+STB,C+STB2） 2,500 円   

C+STB2mini 1,800 円   

 
工事料金１ 

      

       

区分 項目（形態） 
金額（税込み） 

備考 
戸建住宅（FTTH） 集合住宅（HFC） 

新規導入 

テレビ標準宅内工事費 38,500 円  多チャンネル標準工事費用

は、38,500 円（引込工事、保

安器出力側の二次側接続また

は V-ONU 設置工事費）＋

11,000（STB 取付）＝49,500

円  
ＳＴＢ取り付け費 11,000 円 11,000 円 

ＨＦＣから切り

替え 
FTTH への変更工事一式 23,100 円   

HFC から FTTH への切り替えの

場合は、1 引込 23,100 円。（HFC

引込撤去、FTTH 引込+ONU 設置

工事、端末機器交換等） 

各工事費用 

引込工事 27,500 円   

 

 

 

 

 

 

 

視聴防止ダミー取り外し  5,000 円 

STB２台目以降取り付け費用 

(１台につき） 
11,000 円 11,000 円 

STB 交換費用 
（録画機能付 STB/高機能型 STB含む） 

4,400 円 4,400 円 
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V-ONU 設置工事 11,000 円  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事の内容によって、 

組み合わせにより費用 

を算出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

V-ONU 制御(センター制御) 
※V-ONU 設置済みの場合 

5,500 円  

ブースター取り付け調整費用 

（戸建て標準タイプ） 
16,500 円  

ブースター取り付け調整費用 

（戸建て BS 混合タイプ） 
27,500 円  

ブースター調整費用 
※調整のみの場合 

5,500 円  

電源工事（屋内） 
※ﾌﾞｰｽﾀｰまたは V-ONU 

11,000 円  

電源工事（屋外） 
※ﾌﾞｰｽﾀｰまたは V-ONU 

16,500 円  

分配器取り付け 2 から 4 分配   

(１台につき） 
6,600 円 6,600 円 

分配器取り付け 6 から 8 分配   

(１台につき） 
9,900 円 9,900 円 

CATV/BS 混合器 13,200 円  

1 分岐器設置/2 分岐器設置 6,600 円 6,600 円 

4 分岐器設置 9,900 円 9,900 円 

アンテナ撤去費用       

パラボラ単独 
7,700 円  

アンテナ撤去費用       

UHF アンテナ単独 
12,100 円  

アンテナ撤去費用       

UHF アンテナ＋パラボラアンテ

ナ 

16,500 円  

ユニット  
端末ユニット交換/送りユニット交換 

4,950 円 4,950 円 

 アンテナ戻し費用 6,600 円 6,600 円  

 

 

工事料金 2       

区分 項目（形態） 
金額（税込み） 

備考 
戸建住宅（FTTH） 集合住宅（HFC） 

各工事費用 

HDMI ケーブル 1,100 円 1,100 円 

工事の内容によって、 

組み合わせにより費用 

を算出します。 

 

  

i-link ケーブル 1,100 円 1,100 円 

D 端子ケーブル 1,100 円 1,100 円 

アンテナ分波器 1,650 円 1,650 円 

プラボックス P1 ボックス設置 1,650 円  

プラボックス P3 ボックス設置 7,700 円  

プラボックス P4 ボックス設置 9,900 円  

モール設置/本 330 円 330 円 


